
令和８年度 環境省重点施策 概要

重 点 施 策（２つのコアミッション）

１．時代の要請への対応（持続可能な成長の推進）

令和８年度概算要求 一般会計:1,909億円/ エネ特会(GX除く):2,191億円/ GX推進対策費:939億円/ 復興特会:2,058億円/ 合計:7,097億円(前年度比119％)＋事項要求

（単位：億円）
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2-1 安全・安心、かつ、健康で心豊かな暮らし

2-2 東日本大震災・能登半島地震からの復興等

●環境省のコア・ミッションである「時代の要請への対応」について、
・脱炭素と経済成長の同時実現に向けて、地域・くらしの脱炭素化、新たな吸収源の拡大、海外での削減貢献に取り組む。
・循環経済への移行を加速化させるため、再生材供給拡大や地域における資源循環ビジネスの創出に取り組む。
・自然再興の達成に向けて、民間の取組等による生物多様性の保全や、地域の理解と環境保全を前提とした国立公園等の魅力向上に取り組む。
●「不変の原点の追求」については、国民の安全安心・豊かな暮らしに向けた取組や東日本大震災・能登半島地震など災害への対応を着実に実施していく。

※ ( )内の金額は令和７年度当初予算額
※【エネ特】と表記のある予算事項は、エネルギー対策特別会計における予算
※【GX】と表記のある予算事項は、GX経済移行債を活用したGX推進対策費
※【復興特】と表記のある予算事項は、東日本大震災復興特別会計における予算

1-1 経済の持続的成長と豊かな生活環境の実現
Scope3削減のための企業間連携を含む省CO2設備投資支援

【エネ特＋GX】128(48)
住宅・建築物の脱炭素化(ZEH・ZEB等の普及) 【エネ特＋GX】233(40)
ライフサイクルカーボン削減型新築ZEB支援事業 【エネ特】41(10)
モビリティの脱炭素化(商用車、建機、ゼロエミ船等)  【GX】529(102)  
データセンターの脱炭素化の開発・実証事業 【エネ特】18(新規)
ペロブスカイト等の再エネの導入促進 【エネ特＋GX】179(85)
太陽光パネルの再資源化促進のための環境整備

 【一部エネ特】18内数(9内数)
プラスチック・レアメタル含む金属などの高度な再資源化
(太陽光パネル、リチウム蓄電池等の再資源化設備補助を含む)
〇 【エネ特＋GX】338(233)
資源循環ネットワーク形成及び拠点の構築調査・実証

【一部エネ特】14(新規)
自動車再生材の利用拡大への破砕機・分析装置導入支援 10(新規)
デコ活(脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動)の推進

【一部エネ特】31(32)
≪制度的対応等≫
使用済太陽光パネルのリユース・リサイクル促進のための制度的対応の
検討

1-3 国土形成と社会資本の価値向上
OECM・生物多様性等の推進を通じた地域活性化 7(6)
自然公園等事業費等 95＋事項要求(82)
国立公園満喫プロジェクト等の推進・国民公園の魅力向上 45(17)
気候変動影響評価・適応の推進 6(5)

1-2 地方創生2.0の実現

海洋プラスチック汚染の国際枠組推進・海洋プラスチックごみ対策
52 ＋事項要求(7)

二国間クレジット制度(JCM)の推進 【一部エネ特】146(143)    
ASEAN等におけるE-scrap等の国際金属資源循環の構築 7(6)

≪制度的対応等≫
プラスチック汚染に関する国際文書(条約)の策定

1-4 国際競争力の強化とグローバルサウスとの連携

1-5 科学技術・イノベーションの開発・実証と社会実装
イノベーション創出のための環境スタートアップ研究開発支援 3(1)
人工光合成を始めとしたCCUS社会実装・基盤構築事業

【エネ特】29(新規)

東日本大震災からの復興・再生(除染、中間貯蔵施設事業、
除去土壌復興再生利用等) 【復興特】2,058 (2,509)
能登半島国定公園施設災害復旧、能登半島の自然資源を活かしたツー
リズムとトキをシンボルとした地域づくりの推進 2(新規)
大規模災害に備えた災害廃棄物処理体制の構築 14(3)

水俣病総合対策関係経費等 110(104)
子どもの健康と環境に関する全国調査(エコチル調査) 69(55) 
国民の予防行動の実践につながる熱中症対策の推進 10(4)
花粉症対策の推進 1(1)
PFAS総合対策の推進 12(2)
的確な管理等による土壌汚染対策 ３(2)
指定管理鳥獣対策事業交付金(クマ対策含む)          37＋事項要求(2)
外来生物対策(外来カミキリムシ、ヒアリ等)                         19(6)
一般廃棄物処理施設の整備【一部エネ特】        526＋事項要求(526)
浄化槽の整備【一部エネ特】                         104＋事項要求(104)
リチウム蓄電池等の分別回収・再資源化等総合対策

【一部エネ特】15内数(2内数)
スクラップ等を取扱う不適正なヤード対策の推進                     3(2)
動物の愛護及び管理 5(4)

２．不変の原点の追求

令和７年８月

地域の経済の持続的成長と豊かな生活環境の創出、日本の国際競争力の強化に向けて、第６次環境基本計画に沿って、炭素中立・循
環経済・自然再興等の環境政策を統合的に実施する。

機構・定員 ［機構］災害廃棄物対策に係る自治体支援機能の強化等と併せた地方環境事務所の「局」化、国際脱炭素移行推進課の新設、環境金融推進室、生物多様性ビジネス推進室の新設 等
［定員］炭素中立・循環経済・自然再興、国立公園管理、ＰＦＡＳ対策、クマ類対策、大規模災害に備えた災害廃棄物対策等の体制強化 （合計170人）

地域脱炭素推進交付金(地域イノベーションモデルを含む）
 【エネ特＋GX】701(385)

防災拠点や避難施設となる公共施設への再エネ設備等導入支援
【一部エネ特】50＋事項要求(20)

資源循環自治体フォーラムによる企業・自治体等のマッチング、
資源性廃棄物等の地域資源活用による資源循環ビジネスの促進 15(1)
リユースの促進、食ロス削減、ファッション・紙おむつ・プラスチック
の資源循環 19(9)
地域循環共生圏創造事業 4(3)
良好な水環境の創出と健全な水循環の推進 1(1)
ブルーカーボン等の吸収源対策に係るクレジットの創出・利活用支援、
算定方法の確立等  7(1)
株式会社脱炭素化支援機構による脱炭素事業への資金供給

【産業投資及び政府保証の合計額】700(600) 
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